様式２



利益相反に関する自己申告書（詳細）
[bookmark: Sheet1]研究者ごとに当該研究に関係するものを漏れなく記載すること

Ａ．当該研究に関係する外部活動について（公的活動、及び診療活動を除く）
	企業・
団体等名
	

	役　割：
	

	活動内容：
	

	活動時間：
	
	（時間／年）

	企業・
団体等名
	

	役　割：
	

	活動内容：
	

	活動時間：
	
	（時間／年）

	企業・
団体等名
	

	役　割：
	

	活動内容：
	

	活動時間：
	
	（時間／年）

	企業・
団体等名
	

	役　割：
	

	活動内容：
	

	活動時間：
	
	（時間／年）





Ｂ．当該研究に関係する一企業・団体等からの年間100万円以上の収入について
（公的活動、及び診療活動を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（収入：万円／年）
	企業・団体等名
	報酬・給与
	ロイヤリティ
	原稿料
	講演料等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



Ｃ．当該研究に関係する産学連携活動について
（受託等金額：万円／年）
	[bookmark: _Hlk185602533]企業・団体等名
	共同研究
	受託研究
	奨学
寄附金
	その他

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



Ｄ．当該研究に関係する産官学連携活動の相手先のエクイティの保有について
	企業・団体等名
	エクイティの種類（数量）

	
	

	
	

	
	

	
	


※株式については、発行株式総数と取得株式数を明記してください。



[bookmark: _Hlk182485241]Ｅ．当該研究に関係する企業・団体等からの無償での設備利用や物品等の提供について
	
	企業・団体等名
	具体的な提供内容
	相当額（万円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



Ｆ．申告者の家族（一親等まで）における当該研究に関係する企業・団体等からの経済的利益について
（当該研究に関係する一企業・団体等あたり年間100万円以上の収入を得ている、またはエクイティを保有している場合に記入）
	申告者との関係
	企業・団体等名
	企業等との関係
	企業等からの収入

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




当該研究にかかる利益相反に関する状況は、記載のとおりであることに間違いありません。


報  告  日　　（西暦）　　　　年　　月　　日

申告者署名　＿＿＿　　　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿


注：１）申告日より起算して、指定される年数を対象に年度ごとの活動・報酬について
記載する。
２）研究実施期間中に新しく利益相反状態が発生した場合には、その時点より6週間以内に修正した自己申告書を提出する。
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